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�愛媛県告示第１１０２号
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第

３３条の規定に基づき、障害者就業・生活支援センターを次のとおり

指定した。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 名称 社会福祉法人澄心

２ 住所 四国中央市豊岡町大町２００５番１

３ 事務所の所在地 四国中央市三島宮川４－６－５５

４ 指定をした日 平成２３年９月８日

�愛媛県告示第１１０３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定による届出と

みなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の規定

に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ神拝店 西条市神拝甲１７５番
地２

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後８時 午後９時４０分 平成２３年

１０月１日
平成２３年
９月５日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４０分から午
後８時２０分まで

午前８時４０分から午
後１０時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

� 目 次 �
告 示
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�愛媛県告示第１１０４号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（中予地方局産業経済部管内）

中島加入区

�������
�愛媛県告示第１１０５号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成１９年９月愛媛県告示第１５０５号）による保険

に付すべき義務は、平成２３年９月１５日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（中予地方局産業経済部管内）

中島加入区

�������
�愛媛県告示第１１０６号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 起業者の名称

伊予市

２ 事業の種類

（仮称）伊予市総合保健福祉センター整備事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県伊予市尾崎字天神下及び米湊字大下地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、愛媛県伊予市尾崎字天神下及び米湊字大

下地内を起業地とする「（仮称）伊予市総合保健福祉センター

整備事業」（以下「本件事業」という。）である。

本件事業は、伊予市が設置する保健センター、ボランティア

センター、歯科保健センター、障害児タイムケア及び社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第２条第３項第２号に基づく児童厚

生施設（児童センター）で構成される総合保健福祉センターに

関する事業であることから、土地収用法第３条第３１号に掲げる

「地方公共団体が設置する庁舎その他直接その事務又は事業の

用に供する施設」及び同条第２３号に掲げる「社会福祉法による

社会福祉事業の用に供する施設」に関する事業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、伊予市議会において伊予市一般会計予算の議決

を受け施行するものであることから、伊予市は、本件事業を施

行する権能を有するものと認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

伊予市の地域保健行政では、「自分の健康は自分で守る」

というスローガンのもと、病気の一次予防に重点を置いた各

種サービスを提供するため、伊予市保健センターを設置して

地域の保健需要に対応しているほか、虫歯予防施策を通じて

市民が生涯にわたり健康で幸せに暮らせるよう、伊予市歯科

保健センターを拠点として、幅広い年齢層を対象とした虫歯

の早期発見や予防、個別歯科指導など、市民の口腔ケアに対

する意識向上を図っている。

一方、同市の地域福祉行政では、未来を担う子どもが健や

かに育つ環境や、安心して子どもを産み育てることができる

社会の形成を目指して、児童館「あすなろ」を拠点に、地域

における子育て支援や児童の健全育成に関する各種施策を実

施しているほか、社会福祉法人「なぎさ園」の敷地内におい

て、心身に障害のある小中高校生を対象に、放課後や長期休

暇期間に適切な遊びや生活指導を実施する「障害児タイムケ

ア」事業を展開し、障害のある児童・生徒の健全な育成及び

保護者の就労支援、一時的な休息等福祉の増進に重要な役割

を果たしている。

また、一人ひとりが「福祉の担い手である」という意識と

「共に支え合い助け合う」という福祉の心の醸成に向けて、

関係福祉団体等との連携・協力のもと、地域のボランティア

グループやリーダー育成支援を目的とした「ボランティアセ

ンター」を設置し、地域自らが福祉サービスの担い手となる

活動の支援を行っている。

しかし、昭和５５年建築の伊予市保健センターは、壁面落下

などの老朽化が進み、市民が安全で安心して利用できない状

況にあり、昭和４４年建築のボランティアセンターは、エレベ

ーターが設置されていないなど、高齢者や障害者にとって不

便な施設となっている。さらに、ボランティアセンターは専

用室が一室しかないため、１日に利用できる団体数が限られ

ているほか、障害児タイムケアは「なぎさ園」の敷地内にプ

レハブを賃借して運営しており、活動スペースが狭いため、

登録者全員を受け入れられないなど、施設の運営に支障をき

たしている。

また、児童館「あすなろ」は、法務局として使用していた

施設を再利用しているため、児童館として使用するにはスペ

ースが狭く、駐車場も不足しているほか、歯科保健センター

は、歯科診療所の診察室を利用していることから、医療行為

中の使用が困難なうえ、市中心部から離れた中山地区に設置
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されているため、両施設については、事実上近隣の利用者に

限られた施設となっている。

これらの問題を解消するため、第１次伊予市総合計画実施

計画及び伊予市次世代育成支援行動計画において、本件事業

を主要事業として明示するとともに、庁舎等建設検討委員会

において検討を重ねた結果、保健・福祉の連携強化及び両サ

ービスの充実を図るため、各施設の機能を集約し、総合保健

福祉センターとして一体整備することとしたものである。

本件事業の施行により、ユニバーサルデザインに対応した

複合拠点施設として、一体的な保健福祉サービスの提供が可

能となるだけでなく、多様化かつ複雑化するニーズへの柔軟

な対応や世代間交流の促進にもつながるものと認められる。

なお、本件事業の施行による生活環境等に及ぼす影響につ

いては、本件事業は環境影響評価法（平成９年法律第８１号）

等による環境影響評価の対象となるような大規模で環境へ大

きな影響を及ぼすおそれのある事業ではなく、その運営によ

る周辺環境への影響は軽微であると認められる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業地内には、起業者が保護のため特別の措置を講ず

べき動植物、文化財等は見受けられない。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 代替案の検討

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

社会的条件及び経済的条件による３案の比較検討を行い、総

合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる公共の

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで

述べたように、本件事業の事業計画は他の代替案と比較して

最も合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄

与するものと認められるので、土地収用法第２０条第３号の要件

を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早期に施行する必要性

将来的に各施設の利用者の増加が見込まれる中で、既存の

施設では、老朽化により市民の安心・安全な利用が担保でき

ないだけでなく、施設の狭あい化により適切な保健福祉サー

ビスの提供に著しく支障をきたしていることから、これらの

問題を解消する拠点施設を早期に整備する必要があると認め

られる。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性は高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の目的を達成す

るために必要な範囲であると認められる。また、収用の範囲

は、すべて本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめら

れていることから、合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があ

ると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充足す

ると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

伊予市役所総務部庁舎建設課

�������
�愛媛県告示第１１０７号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

樫木川
２０４－
１００５

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流

湯藤川
２０４－
１０５９

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流

スズメ
ダ川
２０４－
１０７０

八幡浜
市若山
（次の
図のと
おり）

土石流

南西光
川
２０４－
１０７１

八幡浜
市若山
（次の
図のと
おり）

土石流

南八代
川
２０４－
１０８３

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流

ヲイシ
ガウラ
川
２０４－
１０９３

八幡浜
市舌間
（次の
図のと
おり）

土石流

上十万
田川
２０４－
１０９４

八幡浜
市舌間
（次の
図のと
おり）

土石流

クロサ
キ川
２０４－
１０９８

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

土石流

北浦川
２０４－
１１０９

八幡浜
市真網
代（次
の図の
とおり）

土石流

日之地
川
４４１－
１１５２

八幡浜
市保内
町須川
（次の
図のと
おり）

土石流

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、
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八幡浜土木事務所及び八幡浜市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１０８号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

尾之花
２０４－
�－１５
０５�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

尾之花
２０４－
�－１５
０５�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

川辻
２０４－
�－１５
０６�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

川辻
２０４－
�－１５
０６�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

続藪
２０４－
�－１５
０７�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

続藪
２０４－
�－１５
０７�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

南裏
２０４－
�－１５
１１�

八幡浜
市郷（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

南裏
２０４－
�－１５
１１�

八幡浜
市郷（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

穴井
２０４－
�－１５
５３

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

穴井
２０４－
�－１５
５３

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

水の元
２０４－
�－１５
５９

八幡浜
市水元
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

水の元
２０４－
�－１５
５９

八幡浜
市水元
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

川之内
下
２０４－
�－１５
６２�

八幡浜
市川之
内（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

川之内
下
２０４－
�－１５
６２�

八幡浜
市川之
内（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

尾之花
Ａ
２０４－
�－１５
６７�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

尾之花
Ａ
２０４－
�－１５
６７�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

中当
２０４－
�－１５
７２�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

中当
２０４－
�－１５
７２�

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

本村
２０４－
�－１５
７５

八幡浜
市若山
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

本村
２０４－
�－１５
７５

八幡浜
市若山
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

谷Ａ
２０４－
�－１５
７７

八幡浜
市谷（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

谷Ａ
２０４－
�－１５
７７

八幡浜
市谷（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

八代
２０４－
�－１５
７９�

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

八代
２０４－
�－１５
７９�

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

水ノ本
Ｂ
２０４－
�－１５
８１�

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

水ノ本
Ｂ
２０４－
�－１５
８１�

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

人加志
Ｃ
２０４－
�－１５
８２�

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

人加志
Ｃ
２０４－
�－１５
８２�

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

合田Ｄ
２０４－
�－１５
８３

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

合田Ｄ
２０４－
�－１５
８３

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

川名津
Ｂ
２０４－
�－１５
８５

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

川名津
Ｂ
２０４－
�－１５
８５

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

布喜川
２０４－
�－１５
８６

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

布喜川
２０４－
�－１５
８６

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

上泊
２０４－
�－１５
８７

八幡浜
市川上
町上泊
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

上泊
２０４－
�－１５
８７

八幡浜
市川上
町上泊
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

谷Ｂ
２０４－
�－２７
３５

八幡浜
市谷（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

谷Ｂ
２０４－
�－２７
３５

八幡浜
市谷（次
の図の
とおり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

夢永
４４１－
�－１２
１�

八幡浜
市保内
町磯崎
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

夢永
４４１－
�－１２
１�

八幡浜
市保内
町磯崎
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

枇杷谷
４４１－
�－１２
３�

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

枇杷谷
４４１－
�－１２
３�

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

奥
４４１－
�－１３
１�

八幡浜
市保内
町須川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

奥
４４１－
�－１３
１�

八幡浜
市保内
町須川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

喜木
４４１－
�－１６
００�

八幡浜
市保内
町喜木
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

喜木
４４１－
�－１６
００�

八幡浜
市保内
町喜木
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

東今出
川
２０４－
１００３

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 東今出
川
２０４－
１００３

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

ムシロ
タ川
２０４－
１００８

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 ムシロ
タ川
２０４－
１００８

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

続藪川
２０４－
１００９

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 続藪川
２０４－
１００９

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

梶谷川
２０４－
１０１０

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 梶谷川
２０４－
１０１０

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

下梶谷
川
２０４－
１０１１

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 下梶谷
川
２０４－
１０１１

八幡浜
市日土
町（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り
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影浦川
２０４－
１０４７

八幡浜
市川之
内（次
の図の
とおり）

土石流 影浦川
２０４－
１０４７

八幡浜
市川之
内（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

梅ノ当
川
２０４－
１０５８

八幡浜
市松柏
（次の
図のと
おり）

土石流 梅ノ当
川
２０４－
１０５８

八幡浜
市松柏
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

西鯨川
２０４－
１０６０

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 西鯨川
２０４－
１０６０

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

東鯨川
２０４－
１０６１

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 東鯨川
２０４－
１０６１

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

鯨川
２０４－
１０６２

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 鯨川
２０４－
１０６２

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

黒岩川
２０４－
１０６３－
１

八幡浜
市国木
（次の
図のと
おり）

土石流 黒岩川
２０４－
１０６３－
１

八幡浜
市国木
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

黒岩川
２０４－
１０６３－
２

八幡浜
市国木
（次の
図のと
おり）

土石流 黒岩川
２０４－
１０６３－
２

八幡浜
市国木
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

黒岩川
２０４－
１０６３－
３

八幡浜
市国木
（次の
図のと
おり）

土石流 黒岩川
２０４－
１０６３－
３

八幡浜
市国木
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

寺の下
川
２０４－
１０６４

八幡浜
市湯島
（次の
図のと
おり）

土石流 寺の下
川
２０４－
１０６４

八幡浜
市湯島
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

谷の間
川
２０４－
１０６５

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 谷の間
川
２０４－
１０６５

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

中津大
川
２０４－
１０６７

八幡浜
市日之
地（次
の図の
とおり）

土石流 中津大
川
２０４－
１０６７

八幡浜
市日之
地（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

宮ノ前
川
２０４－
１０６８

八幡浜
市中津
川（次
の図の
とおり）

土石流 宮ノ前
川
２０４－
１０６８

八幡浜
市中津
川（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

水の元
川
２０４－
１０６９

八幡浜
市若山
（次の
図のと
おり）

土石流 水の元
川
２０４－
１０６９

八幡浜
市若山
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

水の元
川
２０４－
１０７４

八幡浜
市釜倉
（次の
図のと
おり）

土石流 水の元
川
２０４－
１０７４

八幡浜
市釜倉
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

笠倉川
２０４－
１０７５

八幡浜
市釜倉
（次の
図のと
おり）

土石流 笠倉川
２０４－
１０７５

八幡浜
市釜倉
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ナガヤ
川
２０４－
１０７６

八幡浜
市日の
浦（次
の図の
とおり）

土石流 ナガヤ
川
２０４－
１０７６

八幡浜
市日の
浦（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

流田川
２０４－
１０７７

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

土石流 流田川
２０４－
１０７７

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

ノリカ
ツコ川
２０４－
１０７８

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

土石流 ノリカ
ツコ川
２０４－
１０７８

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

大谷川
２０４－
１０７９

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

土石流 大谷川
２０４－
１０７９

八幡浜
市布喜
川（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

佐小田
川
２０４－
１０８０

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 佐小田
川
２０４－
１０８０

八幡浜
市五反
田（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

上川筋
川
２０４－
１０８１

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流 上川筋
川
２０４－
１０８１

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ヒトカ
シ川
２０４－
１０８４

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流 ヒトカ
シ川
２０４－
１０８４

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

北八代
川
２０４－
１０８５

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流 北八代
川
２０４－
１０８５

八幡浜
市八代
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

十万田
川
２０４－
１０９６

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

土石流 十万田
川
２０４－
１０９６

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

オーサ
キ川
２０４－
１０９７

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

土石流 オーサ
キ川
２０４－
１０９７

八幡浜
市合田
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

長畑川
２０４－
１０９９

八幡浜
市川上
町白石
（次の
図のと
おり）

土石流 長畑川
２０４－
１０９９

八幡浜
市川上
町白石
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

宮川
２０４－
１１００

八幡浜
市川上
町白石
（次の
図のと
おり）

土石流 宮川
２０４－
１１００

八幡浜
市川上
町白石
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

寺川
２０４－
１１０１

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

土石流 寺川
２０４－
１１０１

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

蟻王川
２０４－
１１０２

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

土石流 蟻王川
２０４－
１１０２

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

ムカイ
川
２０４－
１１０４

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

土石流 ムカイ
川
２０４－
１１０４

八幡浜
市川上
町川名
津（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

中瀬戸
川
２０４－
１１０６

八幡浜
市川上
町上泊
（次の
図のと
おり）

土石流 中瀬戸
川
２０４－
１１０６

八幡浜
市川上
町上泊
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号

７５０
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東川
２０４－
１１１０

八幡浜
市真網
代（次
の図の
とおり）

土石流 東川
２０４－
１１１０

八幡浜
市真網
代（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

小網代
川
２０４－
１１１２

八幡浜
市小網
代（次
の図の
とおり）

土石流 小網代
川
２０４－
１１１２

八幡浜
市小網
代（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

北浦川
２０４－
１１１３

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 北浦川
２０４－
１１１３

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

穴井川
２０４－
１１１４

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 穴井川
２０４－
１１１４

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

南浦川
２０４－
１１１６

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 南浦川
２０４－
１１１６

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

下南浦
川
２０４－
１１１７

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 下南浦
川
２０４－
１１１７

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

ソウズ
川
２０４－
１１１８

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 ソウズ
川
２０４－
１１１８

八幡浜
市穴井
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

丸山川
４４１－
１１３１

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 丸山川
４４１－
１１３１

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

寺川
４４１－
１１３４

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 寺川
４４１－
１１３４

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

雨井川
４４１－
１１３５

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 雨井川
４４１－
１１３５

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

東山川
４４１－
１１３６

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 東山川
４４１－
１１３６

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

瀧澤寺
川
４４１－
１１３７

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 瀧澤寺
川
４４１－
１１３７

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

琴平川
４４１－
１１３８

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 琴平川
４４１－
１１３８

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

オンバ
川
４４１－
１１４０

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 オンバ
川
４４１－
１１４０

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

西之河
川
４４１－
１１４１

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 西之河
川
４４１－
１１４１

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

大久保
川
４４１－
１１４２

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 大久保
川
４４１－
１１４２

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

上枇杷
谷川
４４１－
１１４５

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 上枇杷
谷川
４４１－
１１４５

八幡浜
市保内
町宮内
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

城高川
４４１－
１１５１

八幡浜
市保内
町喜木
（次の
図のと
おり）

土石流 城高川
４４１－
１１５１

八幡浜
市保内
町喜木
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

紺屋川
４４１－
１１５７

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 紺屋川
４４１－
１１５７

八幡浜
市保内
町川之
石（次
の図の
とおり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

八幡浜土木事務所及び八幡浜市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１０９号
西条市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地改良

事業（かんがい排水）・北条下田地区）の施行は、適当と認められ

るので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項に

おいて準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり縦覧に

供する。

平成２３年９月１６日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

北条下田地区）計画書の写し

� 西条市市営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関する条

例の写し

２ 縦覧期間

平成２３年９月２０日から１０月１９日まで

３ 縦覧場所

西条市役所 東予総合支所

�愛媛県告示第１１１０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号

７５１
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�愛媛県告示第１１１１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年９月１６日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－２２）第８７５０号 平成２３年
１月２３日 加藤開発工業� 加藤 英二 新居浜市光明寺１丁目甲

６０７－３
平成２３年
８月２日

土木工事業、建築工事業
大工工事業
とび・土工工事業
鉄筋工事業
しゅんせつ工事業

建設業の廃止

（般－１８）第４２７５号 平成１８年
９月２０日 �北田組 北田 秀穂 西条市小松町新屋敷甲２９

７８
平成２３年
８月１８日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１９）第１５２４０号 平成２０年
２月５日 �サンコー設計 檜垣 光男 今治市郷六ヶ内町２－４

－５０
平成２３年
８月２３日

土木工事業
とび・土木工事業 建設業の廃止

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第１８０７号 平成１９年
１０月２６日 �日本防水松山工業所 大石 省三 松山市石手１－３－１９ 平成２３年

８月２日 塗装工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第１４７９３号 平成１８年
８月９日 �シンコー 宮内 幸枝 松山市畑寺３－３－２３ 平成２３年

８月３日

土木工事業、石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２１）第１４２６０号 平成２１年
６月１４日 �ナトム 堀切 俊作 東温市松瀬川甲５３３－６９ 平成２３年

８月８日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第１４７９９号 平成１８年
８月２１日 �山本配管工業 山本 博水 松山市西垣生町１７１５－６ 平成２３年

８月１０日 管工事業 建設業の廃止

（般－２０）第１５３４７号 平成２０年
７月１日 �橋興 橋本 進也 松山市畑寺４－２－１８ 平成２３年

８月１２日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２１）第１６５６５号 平成２１年
９月２８日 ニュータナベ� �木 正則 東温市北方３１１４メゾンプ

リムラ３０３
平成２３年
８月１５日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業、ほ装工事業
しゆんせつ工事業

建設業の廃止

（般－１９）第４３号 平成１９年
８月２８日 猪口土建� 池田 佳剛 伊予市双海町上灘甲２０５７

－３
平成２３年
８月１８日

土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１８）第９３５８号 平成１８年
９月２２日 八坂建設� 竹下 幸雄 松山市市坪南２－１６－３２ 平成２３年

８月２２日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（特－１８）第３９８号 平成１８年
１１月２４日 �杉野工務店 杉野 康平 松山市清住２－１０８７－１ 平成２３年

８月２３日 塗装工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２２）第１６７７３号 平成２２年
１１月１０日 吉本電工 吉本良太郎 松山市下伊台町１３０９－５３ 平成２３年

８月２３日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１２４１９号 平成１８年
１０月１３日 �三宅川配管 三宅川 勝 松山市三町２－７－５ 平成２３年

８月２４日
土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１３７７９号 平成１９年
７月２４日 �中村産業 中村 好宏 松山市南吉田町２２９５－１ 平成２３年

８月３０日 さく井工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２０）第１６３０７号 平成２０年
６月５日 �イーストモバイル 藤本 諫男 松山市北梅本町８０３－２ 平成２３年

８月３１日
土木工事業
電気通信工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号

７５２
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�愛媛県告示第１１１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、宇和島市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２３年９月１６日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�愛媛県告示第１１１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年９月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３４条第４項の規定に基づき、公立大学法人愛媛県立医療技術大学の平成２２年度に係る財

務諸表について、次のとおり公告する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２３中局建（開）第２７号

平成２３年９月７日
伊予郡松前町大字筒井字神子舞４０４番１、４０４番３及び４０４番４

伊予郡松前町大字筒井１１６９番地
武 井 建 治

熊本県熊本市月出２丁目２番４７号
藤 岡 雄一郎

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 内田地区 平成２３年８月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 池田中山線
喜多郡内子町大瀬南１０番８地先から

同町大瀬南７７９０番３まで

旧 ３．９～６．３ ０．２４０

新 ０．０ ０．０００

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市明浜町俵津２番耕地４９５番５から

同町俵津２番耕地４６７番６まで
平成２３年９月１６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市明浜町俵津１番耕地５４０番７地先から

同町俵津１番耕地５３７番１地先まで
平成２３年９月１６日

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号

７５３



平成２３年９月１６日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 井 出 利 憲

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号

７５４



貸 借 対 照 表
（平成２３年３月３１日）

【単位：円】

勘 定 科 目 金 額

資産の部
� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 １，２８５，８１８，５００
建物減価償却累計額 △４６，９８１，２０２ １，２３８，８３７，２９８

構築物 ５，１９７，５００
構築物減価償却累計額 △８６，６２５ ５，１１０，８７５

工具器具備品 ５５，０３９，８７０
工具器具備品減価償却累計額 △１１，５２１，８９１ ４３，５１７，９７９

図書 ２８８，５３１，３２４
有形固定資産合計 １，５７５，９９７，４７６

２ 無形固定資産
ソフトウェア ８，５４７，７０９
電話加入権 １８，０００
無形固定資産合計 ８，５６５，７０９
固定資産合計 １，５８４，５６３，１８５

� 流動資産
現金及び預金 １２６，３５６，９６２
未収入金 ７７，７８３
たな卸資産 ４９７，７２４
前払費用 １，１６８，４４０
流動資産合計 １２８，１００，９０９
資産合計 １，７１２，６６４，０９４

負債の部
� 固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金等 ８，４８７，９３０
資産見返寄附金 ４，５２４，５６０
資産見返物品受贈額 ２９２，７８２，９５６ ３０５，７９５，４４６

長期未払金
長期リース債務 ３０，３６７，３５７ ３０，３６７，３５７
固定負債合計 ３３６，１６２，８０３

� 流動負債
寄附金債務 １，４５７，６６５
未払金 ９８，３５４，４００
リース債務 １０，５６８，６１６
未払費用 ６，３０７，８７４
未払消費税等 ５１，１００
預り金 ４，１９０，７７６

流動負債合計 １２０，９３０，４３１
負債合計 ４５７，０９３，２３４

純資産の部
� 資本金

地方公共団体出資金 １，２８５，０１０，０００
資本金合計 １，２８５，０１０，０００

� 資本剰余金
資本剰余金 １８，０００
損益外減価償却累計額（△） △４６，９４９，６０４

資本剰余金合計 △４６，９３１，６０４
� 利益剰余金
当期未処分利益 １７，４９２，４６４
（うち当期総利益 １７，４９２，４６４）

利益剰余金合計 １７，４９２，４６４
純資産合計 １，２５５，５７０，８６０

負債純資産合計 １，７１２，６６４，０９４

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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勘 定 科 目 金 額

経常費用
業務費
教育経費 ５３，７２２，３５６
研究経費 １４，７４３，６８３
教育研究支援経費 １０，７５５，３９２
受託事業費 ７４８，５２９
役員人件費 ３８，１８５，７０２
教員人件費 ５６０，８７７，６２８
職員人件費 １１３，１５３，２４９ ７９２，１８６，５３９

一般管理費 ５２，３８２，５０８
財務費用
支払利息 ５５８，８２３ ５５８，８２３

経常費用合計 ８４５，１２７，８７０

経常収益
運営費交付金収益 ６３０，８５７，８９９
授業料収益 １８２，５２９，２００
入学金収益 ３１，７２５，０００
検定料収益 ７，９７３，０００
受託事業等収益 ７４８，５２９
寄附金収益 １，１０９，３２６
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 １５８，８９３
資産見返寄附金戻入 ２，７９３
資産見返物品受贈額戻入 ５，１２６，３８２ ５，２８８，０６８

財務収益
受取利息 ５８，７３２ ５８，７３２

雑益
財産貸付料収益 １６７，１５０
手数料収入 ６６，０００
物品等売払収入 ７００，６７０
雑益 １，３９６，７６０ ２，３３０，５８０

経常収益合計 ８６２，６２０，３３４

経常利益 １７，４９２，４６４

臨時損失
承継消耗品費 ３２，１５５，２３６ ３２，１５５，２３６

臨時利益
物品受贈益 ３２，１５５，２３６ ３２，１５５，２３６

当期純利益 １７，４９２，４６４

当期総利益 １７，４９２，４６４

損 益 計 算 書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

【単位：円】

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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区 分 金 額

� 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △５７，９５３，９４７
人件費支出 △６２４，２７６，０１４
その他の業務支出 △３９，１６１，７２５
運営費交付金収入 ６３９，５０４，７２２
授業料収入 １７９，９８４，１５０
入学金収入 ３１，７２５，０００
検定料収入 ７，９７３，０００
受託事業等収入 ７４８，５２９
寄附金収入 ３，８６７，７８２
その他の収入 ２，２３１，９０２
小計 １４４，６４３，３９９

業務活動によるキャッシュ・フロー １４４，６４３，３９９

� 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △１１，６６９，０１０
小計 △１１，６６９，０１０

利息の受取額 ５８，７３２
投資活動によるキャッシュ・フロー △１１，６１０，２７８

� 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △８，７３７，６２３
小計 △８，７３７，６２３

利息の支払額 △５０５，５２７
財務活動によるキャッシュ・フロー △９，２４３，１５０

� 資金増加額 １２３，７８９，９７１

� 資金期首残高 ２，５６６，９９１

� 資金期末残高 １２６，３５６，９６２

キャッシュ・フロー計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

【単位：円】

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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勘 定 科 目 金 額

� 当期未処分利益 １７，４９２，４６４
当期総利益 １７，４９２，４６４

� 利益処分額
地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体の長の承
認を受けた額
（教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善 １７，４９２，４６４ １７，４９２，４６４
積立金）

利益の処分に関する書類
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

【単位：円】

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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勘 定 科 目 金 額

� 業務費用
� 損益計算書上の費用

業務費 ７９２，１８６，５３９
一般管理費 ５２，３８２，５０８
財務費用 ５５８，８２３
臨時損失 ３２，１５５，２３６ ８７７，２８３，１０６

� （控除）自己収入等
授業料収益 △１８２，５２９，２００
入学金収益 △３１，７２５，０００
検定料収益 △７，９７３，０００
受託事業等収益 △７４８，５２９
寄附金収益 △１，１０９，３２６
資産見返寄附金戻入 △２，７９３
財務収益 △５８，７３２
雑益 △１，４０９，５８０ △２２５，５５６，１６０

業務費用合計 ６５１，７２６，９４６

� 損益外減価償却相当額 ４６，９４９，６０４

� 引当外賞与増加見積額 △３，９６２，１１０

� 引当外退職給付増加見積額 △３３，３９５，８７２

� 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料によ
る賃借取引の機会費用 ４６，３９６，７６９
地方公共団体出資の機会費用 １５，８３２，４９２ ６２，２２９，２６１

� 行政サービス実施コスト ７２３，５４７，８２９

行政サービス実施コスト計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

【単位：円】

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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注 記
� 重要な会計方針

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

なお、退職一時金及び派遣職員人件費については費用進行基準を採用しています。

２．減価償却の会計処理方法

� 有形固定資産

定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、県から承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却し

ています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １１年～２７年

構築物 １０年

工具器具備品 １年～５年

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金

から控除して表示しています。

� 無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいています。

３．引当金の計上基準

� 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与一時金については、運営費交付金により財源措置されているため、賞与に係る引当金は計上していません。

なお、職員に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置されるものについては、行政サービス実施コスト計算書に

おける引当外賞与増加見積額として、当事業年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前年度末の同見込額を控除した額を計上

しています。

� 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置されているため、退職給付に係る引当金は計上していません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８７に基づき計算された

退職一時金に係る当事業年度末の引当外退職給付見積額から前事業年度末における同見積額を控除した額を計上しています。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しています。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

� 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引の機会費用の計算方法

愛媛県から無償貸付されている土地については、愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則等に基づき使用料を算定していま

す。

� 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２３年３月３１日の利回りを参考に１．２５５％で計算しております。

６．リース取引の会計処理

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

７．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。

� 貸借対照表注記

１．翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 ３６，０９０，６５０円

２．翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 ５５１，６１８，０３９円

（愛媛県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いております。）

� キャッシュ・フロー計算書注記

１．資金の期末残高の貸借対照表表示科目の内訳

現金及び預金 １２６，３５６，９６２円

資金期末残高 １２６，３５６，９６２円

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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２．重要な非資金取引

� 現物出資の受入による固定資産の取得

建物 １，２８５，０１０，０００円

合計 １，２８５，０１０，０００円

� 無償譲与等による固定資産の受入

工具器具備品 ８，７５６，８１３円

（うち、ファイナンス・リース分 ６，０２４，１９３円）

図書 ２８３，５４４，４７０円

ソフトウェア １０，７３０，１０１円

電話加入権 １８，０００円

合計 ３０３，０４９，３８４円

� ファイナンス・リースによる資産の取得（県からの無償譲与分を除く。）

工具器具備品 ４４，７３２，２０７円

合計 ４４，７３２，２０７円

３．資金の期首残高

資金の期首算高は、奨学研究費寄附金の繰越額 ２，５６６，９９１円です。

� 行政サービス実施コスト計算書注記

１．引当外賞与増加見積額の中には、愛媛県からの派遣職員に係る△８４９，６２４円が含まれています。

２．引当外退職給付増加見積額の中には、愛媛県からの派遣職員に係る１０，９８４，５３９円が含まれています。

３．機会費用の内訳

機会費用はすべて設立団体（愛媛県）に係るものです。

� 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

� 重要な後発事項

該当事項はありません。

愛 媛 県 報平成２３年９月１６日 第２３０２号
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附 属 明 細 書
� 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（第８５「特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８資産除去債務に係る特定の除去

費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

【単位：円】

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 差 引

当期末残高
摘要

当期償却額

有形固定資産
（特定償却資
産）

建物 １，２８５，０１０，０００ － － １，２８５，０１０，０００ ４６，９４９，６０４ ４６，９４９，６０４ １，２３８，０６０，３９６

計 １，２８５，０１０，０００ － － １，２８５，０１０，０００ ４６，９４９，６０４ ４６，９４９，６０４ １，２３８，０６０，３９６

建物 － ８０８，５００ － ８０８，５００ ３１，５９８ ３１，５９８ ７７６，９０２

構築物 － ５，１９７，５００ － ５，１９７，５００ ８６，６２５ ８６，６２５ ５，１１０，８７５

有形固定資産 工具器具備品 ８，７５６，８１３ ４６，２８３，０５７ － ５５，０３９，８７０ １１，５２１，８９１ １１，５２１，８９１ ４３，５１７，９７９ 注２

図書 ２８３，５４４，４７０ ５，６３０，５５３ ６４３，６９９ ２８８，５３１，３２４ ２８８，５３１，３２４

計 ２９２，３０１，２８３ ５７，９１９，６１０ ６４３，６９９ ３４９，５７７，１９４ １１，６４０，１１４ １１，６４０，１１４ ３３７，９３７，０８０

非償却資産
土地 － － － － －

計 － － － － － － －

土地 － － － － －

建物 １，２８５，０１０，０００ ８０８，５００ － １，２８５，８１８，５００ ４６，９８１，２０２ ４６，９８１，２０２ １，２３８，８３７，２９８

有形固定資産
の合計

構築物 － ５，１９７，５００ － ５，１９７，５００ ８６，６２５ ８６，６２５ ５，１１０，８７５

工具器具備品 ８，７５６，８１３ ４６，２８３，０５７ － ５５，０３９，８７０ １１，５２１，８９１ １１，５２１，８９１ ４３，５１７，９７９

図書 ２８３，５４４，４７０ ５，６３０，５５３ ６４３，６９９ ２８８，５３１，３２４ ２８８，５３１，３２４

計 １，５７７，３１１，２８３ ５７，９１９，６１０ ６４３，６９９ １，６３４，５８７，１９４ ５８，５８９，７１８ ５８，５８９，７１８ １，５７５，９９７，４７６

ソフトウェア １０，７３０，１０１ － － １０，７３０，１０１ ２，１８２，３９２ ２，１８２，３９２ ８，５４７，７０９

無形固定資産 電話加入権 １８，０００ － － １８，０００ １８，０００

計 １０，７４８，１０１ － － １０，７４８，１０１ ２，１８２，３９２ ２，１８２，３９２ ８，５６５，７０９

注１）期首残高には愛媛県から現物出資された建物、無償譲渡された構築物、工具器具備品、図書、ソフトウェア、電話加入権を記載して

います。

注２）当期増加高の内訳

図書館総合管理システム（リース資産） １１，９１８，６５７円

学内ＬＡＮサーバシステム（リース資産） ３２，８１３，５５０円

防犯カメラ ８８９，３５０円

ＣＯ２インキュベーター ６６１，５００円

計 ４６，２８３，０５７円

� たな卸資産の明細

【単位：円】

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
当期購入 その他 払出 その他

貯蔵品（灯油） ２４６，５２０ ６，３３２，８１０ － ６，３２３，０４６ － ２５６，２８４

貯蔵品（郵券類等） ６４２，４００ ２，５５５，９３０ － ２，９５６，８９０ － ２４１，４４０

計 ８８８，９２０ ８，８８８，７４０ － ９，２７９，９３６ － ４９７，７２４

注）たな卸資産は費用計上方式により会計処理しております。

また期首残高は、愛媛県から譲与されたものを記載しています。

� 有価証券の明細

該当事項はありません。
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� 長期貸付金の明細

該当事項はありません。

� 長期借入金の明細

該当事項はありません。

� 引当金の明細

該当事項はありません。

� 資産除去債務の明細

該当事項はありません。

� 保証債務の明細

該当事項はありません。

� 資本金および資本剰余金の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資 本 金
地方公共団体出資金 １，２８５，０１０，０００ － － １，２８５，０１０，０００

計 １，２８５，０１０，０００ － － １，２８５，０１０，０００

資本剰余金

無償譲与 １８，０００ － － １８，０００

計 １８，０００ － － １８，０００

損益外減価償却累計額 － △４６，９４９，６０４ － △４６，９４９，６０４

差引計 １８，０００ △４６，９４９，６０４ － △４６，９３１，６０４

� 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

� 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

�－１ 運営費交付金債務

【単位：円】

交付年度 期首残高 交 付 金
当期交付額

当期振替額

期末残高運営費交付金
収 益

資 産 見 返
運営費交付金

建設仮勘定
見返運営費
交 付 金

資本剰余金 小 計

平成２２年度 － ６３９，５０４，７２２ ６３０，８５７，８９９ ８，６４６，８２３ － － ６３９，５０４，７２２ －

計 － ６３９，５０４，７２２ ６３０，８５７，８９９ ８，６４６，８２３ － － ６３９，５０４，７２２ －

�－２ 運営費交付金収益

【単位：円】

区 分 平成２２年度交付分 合 計

期間進行基準 ４４２，７８８，９３０ ４４２，７８８，９３０

費用進行基準 １８８，０６８，９６９ １８８，０６８，９６９

計 ６３０，８５７，８９９ ６３０，８５７，８９９

	 地方公共団体等からの財源措置の明細

	－１ 施設費の明細

該当事項はありません。

	－２ 補助金等の明細

該当事項はありません。
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� 役員及び教職員の給与の明細

【単位：円、人】

区 分
報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人数 支給額 支給人数

常勤 ３１，６８７，７９８ ３．０ － －

役 員 非常勤 ４５０，０００ １．３ － －

計 ３２，１３７，７９８ ４．３ － －

常勤 ４７７，８８４，１６５ ６９．８ ８６，２１４，３８８ ８

教職員 非常勤 １３，２６９，４３１ ３２．１ － －

計 ４９１，１５３，５９６ １０１．９ ８６，２１４，３８８ ８

常勤 ５０９，５７１，９６３ ７２．８ ８６，２１４，３８８ ８

合 計 非常勤 １３，７１９，４３１ ３３．４ － －

計 ５２３，２９１，３９４ １０６．２ ８６，２１４，３８８ ８

注１）役員に対する報酬等の支給基準について

公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員報酬規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員退職手当規程に基づき支給しています。

注２）教職員に対する報酬等の支給基準について

公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員給与規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の初任給、昇格、昇給等に関する細則、

公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の給与の支給等に関する細則、職員の住居手当に関する細則、職員の通勤手当の支給等に関

する細則、職員の単身赴任手当に関する細則、職員の期末手当及び勤勉手当の支給等に関する細則、職員の特殊勤務手当の支給等に

関する細則、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員退職手当規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の退職手当に関する細

則、公立大学法人愛媛県立医療技術大学有期雇用職員給与規程、非常勤講師の報酬額について（理事長決定）、日々雇用職員の賃金

日額について（事務局長決定）に基づき支給しております。

注３）役員および教職員の報酬または給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しています。

注４）支給額には法定福利費は含んでいません。

� 開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

� 業務費及び一般管理費の明細

【単位：円】

教育経費
消耗品費 ８，７０８，３２２
備品費 １，９２９，９００
印刷製本費 ２，０３３，９７０
水道光熱費 １１，３０５，７３６
旅費交通費 ３，６６８，７７２
通信運搬費 ２，３９６，５３８
賃借料 ２９４，１９７
保守費 ６，１３１，０７７
修繕費 １，４３５，１３４
報酬・委託・手数料 ５，４０７，５７９
奨学費 ２，５４５，０５０
減価償却費 ７，５３９，５７２
雑費 ３２６，５０９ ５３，７２２，３５６

研究経費
消耗品費 ５，７４７，０６０
備品費 ９９６，５９５
印刷製本費 ３７８，９８７
水道光熱費 ２，２０６，２１１
旅費交通費 ２，７０２，５４８
通信運搬費 ５４５，６４５
賃借料 ５１，３８２
保守費 １，１９４，９４９
修繕費 ９２，３４７
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諸会費 １０３，０００
報酬・委託・手数料 １９６，２４９
減価償却費 ５２１，６２３
雑費 ７，０８７ １４，７４３，６８３

教育研究支援経費
消耗品費 ２，１９０，３１２
印刷製本費 １１２，２６６
水道光熱費 １，２７６，７０２
旅費交通費 ２８４，２７５
通信運搬費 ２，６４９，３７４
賃借料 ３２９，６１４
保守費 ６９１，４９９
修繕費 １２０，７５０
諸会費 ７１，３００
報酬・委託・手数料 １６９，３８９
減価償却費 ２，２０８，８６２
雑費 ７，３５０
図書費 ６４３，６９９ １０，７５５，３９２

受託事業費 ７４８，５２９

役員人件費
報酬
報酬 ２３，２３３，６９２
通勤手当 １１７，６００ ２３，３５１，２９２

賞与 ８，７８６，５０６
法定福利費 ６，０４７，９０４ ３８，１８５，７０２

教員人件費
常勤教員給与
本俸 ２６１，９２７，３８７
超過勤務手当 １，４４７，４９３
通勤手当 ４，００８，７２６
その他の手当 ２１，６３０，５９２
賞与 ９２，１５４，５４２
退職給付費用 ８６，２１４，３８８
法定福利費 ８５，２０２，５００ ５５２，５８５，６２８

非常勤職員給与
本俸 ８，２９２，０００ ８，２９２，０００ ５６０，８７７，６２８

職員人件費
常勤職員給与
本俸 ６０，３９２，４１７
超過勤務手当 ８，８６３，７９６
通勤手当 ９８２，４４０
その他の手当 ４，９６２，６５６
賞与 ２１，５１４，１１６
法定福利費 １１，３６０，８４９ １０８，０７６，２７４

非常勤職員給与
本俸 ４，９７７，４３１
法定福利費 ９９，５４４ ５，０７６，９７５ １１３，１５３，２４９

一般管理費
消耗品費 ４，５６４，６８０
備品費 ４３０，５００
印刷製本費 ２，０８３，８３０
水道光熱費 ７，１８５，５７０
旅費交通費 ２，１９２，２２２
通信運搬費 １，５１８，３５０
賃借料 １，７４０，６２１
福利厚生費 ５８０，９２４
保守費 ７，５８０，９１４
修繕費 ４，９３５，０４２
損害保険料 １，２１０，１１０
広告宣伝費 ３７４，２２０
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諸会費 １，００７，０００
報酬・委託・手数料 １３，１４０，８６６
租税公課 ５６，２００
減価償却費 ３，５５２，４４９
雑費 ２２９，０１０ ５２，３８２，５０８

� 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

普通預金 １２６，３５６，９６２

計 １２６，３５６，９６２

資産見返物品受贈額の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

工具器具備品 １，３１８，４５６

図書 ２８２，９１６，７９１

ソフトウエア ８，５４７，７０９

計 ２９２，７８２，９５６

未払金の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

固定資産未払金 ６９５，５２０

その他未払金（人件費） ８４，４３８，７２９

その他未払金（物件費） １３，２２０，１５１

計 ９８，３５４，４００

未払費用の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

その他未払費用（物件費） ６，３０７，８７４

計 ６，３０７，８７４

平成２３年９月１６日 発行
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